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●職位や業務成績に応じて、貸与するパソコンの性能に差をつけることは問題か
●ビジネスチャットツールの使用につき、頻繁なチャットを禁止するなどのルールを設けることは可能か
●業務における生成AIの利用を禁止することは可能か
●年金の支給開始時期の引き上げに合わせて、自動的に65歳定年制に移行しなければならないか
●ハラスメント対策として社内に監視カメラを設置することは可能か
●住所変更届の申請フローに直属の上長が含まれていることは、個人情報保護の観点から問題があるか
●定年を迎える使用人兼務役員の退職金支給時の留意点
●能力不足の派遣社員の契約を中途解除する場合の留意点
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2023年度決定初任給の最終結果
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